
第９章 都 市 整 備 部 市勢

議会

1. 都市計画 総務企画部

2. 交通体系 財務部

3. 市街地整備 健康福祉部

4. 公園・緑地 子ども部

5. 建　築 生涯学習部

6. 道　路 安全環境部

7. 交通安全 都市整備部

8. 駐車場 産業活力部

選挙管理委員会

監査委員

農業委員会

教育委員会

消防本部

上下水道局

その他



1.

⑴　都市計画区域

⑵　市街化区域・市街化調整区域

市街化区域及び市街化調整区域指定状況

約　2,889　

約　3,061　

約　2,882　

約　2,888　

平成 3年  3月

平成10年  9月

約　2,059　

約　2,238　

平成19年  3月

約　2,239　

約　1,962　

約　2,007　

約　2,238　

平成13年  3月

約　3,158　

約　3,113　

昭和45年  7月

昭和51年 12月

約　1,931　 ha

約　1,950　

約　3,175　 ha

約　3,156　

昭和60年  8月

昭和62年 10月

都 市 計 画

　本市の都市計画区域は、昭和33年10月に1,480haについて指定され、昭和38年10月に

5,106ha（町行政区域全域）に、昭和60年８月に5,120ha（近隣市からの行政区域の編入)に、

平成13年３月に5,127ha（国土地理院による面積精査）に変更されました。 また、平成28年

３月に行政区域の変更により都市計画区域の変更を行っております。（堀の内地区、面積増

減なし）

　本市の市街化区域及び市街化調整区域は、昭和45年７月に決定され、昭和51年12月にゆり

のき台地区（区画整理事業）を、昭和60年８月に勝田台７丁目地区（行政区域の編入）を、

昭和62年10月に西八千代東部地区（区画整理事業）を、平成３年３月に辺田前地区（区画整

理事業）を、平成10年９月に西八千代北部地区（区画整理事業）及び大学町地区（開発事業

完了）を、平成13年３月に大和田新田地先（芝山）を市街化区域に編入しています。また、

平成19年３月に下市場２丁目地区の一部を市街化調整区域に編入しています。

計画決定及び変更年月 市　街　化　区　域 市 街 化 調 整 区 域
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4

令和2

4,231 8,496

3,039 6,268

4,351 9,594

1,794 3,831

1,395 2,957

940 1,993

366 904

604 1,417

1,934 3,891

18,654 39,351

200,275 90,547
19.6 20.6
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4

令和2

4,231 8,496

3,039 6,268

4,351 9,594

1,794 3,831

1,395 2,957

940 1,993

366 904

604 1,417

1,934 3,891

18,654 39,351

200,275 90,547
19.6 20.6

西

令和2

1,678 2,759

1,501 3,007

5,829 11,849

4,878 11,621

3,411 8,128

860 2,004

2,560 6,032

316 502

2,964 7,590

23,997 53,492

200,275 90,547

26.7 26.5
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元 41,010 23,967 6,030 31,911 102,918

30 40,433 23,944 5,952 31,927

27 36,218 22,800 5,460 30,899

28 37,008 23,090 5,695 30,924

29 38,893 23,575 5,875 31,391

2.

12,638 52,882 111,495元 45,975

12,360 54,74827 46,387

12,447 54,39628 46,514

12,584 54,00830 46,867

29 46,843 12,487 53,800
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元 41,010 23,967 6,030 31,911 102,918

30 40,433 23,944 5,952 31,927

27 36,218 22,800 5,460 30,899

28 37,008 23,090 5,695 30,924

29 38,893 23,575 5,875 31,391

2.

12,638 52,882 111,495元 45,975

12,360 54,74827 46,387

12,447 54,39628 46,514

12,584 54,00830 46,867

29 46,843 12,487 53,800

、令和元年10月1日から168円

、令和元年10月1日から84円

元 366 62,096 5,175 206.7 99.1 18.7 16.4 約56
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9 5 6 0

5 8 1

8 2 0 23,554,400

3 6
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6 9 0 25,000
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359,935

令和2

9 8 1 1
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日
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②　条例に基づく事前協議・許可基準

本市は「八千代市開発事業における事前協議の手続等に関する条例」（平成20年12月24日制定）、

「都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例」（平成14年３月26日制定）等に基

づき、適切な開発事業を誘導するとともに一定の水準を確保した公共施設等が適切に配置され

るよう指導しています。

なお、この条例等の概要は次のとおりです。

ア　対象となる開発事業

・�都市計画法第29条第１項の許可を要する開発行為で、開発事業区域の面積が500㎡以上のも

の。

・�建築することが予定されている住宅の戸数が31戸以上の建築行為で、開発事業区域の面積

が500㎡以上のもの。

・�店舗等の床面積の合計が1,500㎡以上の建築行為で、開発事業区域の面積が3,000㎡以上の

もの。

イ　事前協議

・�条例の適用を受ける開発事業を施行しようとするときは、あらかじめ市長に申し立て、当

該計画において予定している公共施設等の整備その他規則で定める事項について、市長（関

係各課）と事前協議を行わなければなりません。

ウ　隣接住民等への説明等

・�隣接住民等に対し、開発事業の計画の内容を説明しなければなりません。また、隣接住民

等から説明会の実施を求められた場合は、説明会を行うよう努めなければなりません。

・説明の状況を、市長の求めに応じて、報告しなければなりません。

エ　敷地面積の最低限度

・�開発区域内において予定される建築物の敷地面積の最低限度は、区域・予定される建築物

の用途・開発区域の面積によって、それぞれ定めています。

オ　道　　路

・�開発区域内の道路計画は、開発行為に起因し発生する交通量等を勘案して、主要な道路、

区画道路等を適切に配置し、開発区域外の既存道路と一体となって、道路の機能が有効に

発揮されるよう計画されていなければなりません。

・開発区域内の道路は、開発区域の面積に応じて道路の幅員を定めています。

・開発区域内の道路は、開発区域外の相当幅員の道路に接続させなければなりません。

カ　公　　園

・�開発区域の面積が0.3ha以上の開発行為においては、公園、緑地又は広場を設置しなければ

なりません。�  

なお、開発区域の面積及び予定建築物等に用途に応じ、設置すべき種類（公園、緑地又は広場）

及び開発区域の面積に対する整備割合を定めています。

－ 167 －



年

建築

元 2 3,810 4 134,87242,543 3288,51926

29 2 3,139 3 57,05316,160 1837,75413

30 1 1,022 5 124,00833,239 2989,74723

年

元 6 7,336 1 281,743261,046 1313,3616

29 3 4,124 2 16,5682,959 119,4856

30 2 3,961 1 20,2881,586 1514,74112
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年

建築

元 2 3,810 4 134,87242,543 3288,51926

29 2 3,139 3 57,05316,160 1837,75413

30 1 1,022 5 124,00833,239 2989,74723

年

元 6 7,336 1 281,743261,046 1313,3616

29 3 4,124 2 16,5682,959 119,4856

30 2 3,961 1 20,2881,586 1514,74112

4.

小

270 257,978

令和2

261,889

355 994,169

361 1,020,053

5.09

小
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2 10,115

1 5

4 801

3 1

6 21,660

5 8

8 26,702

7 4

10 5

9 5

11

令和２

令和２

1
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2 10,115

1 5

4 801

3 1

6 21,660

5 8

8 26,702

7 4

10 5

9 5

11

令和２

令和２

1

令和元年度 6 92.61
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5 （43）

23 （1,365）

18 （1,322）
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8
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4
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4

48

5

令和元年度

令和元年度

令和元年度

令和元年度
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⑷　長期優良住宅

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」において、長期にわたり良好な状態で使用す

るための措置が講じられた優良な住宅（長期優良住宅）について、その建築及び維持保全に

関する計画を認定する制度です。当該住宅は認定された計画に基づき、建築及び維持保全を

行い、その状況に関する記録を作成・保存しなければなりません。また，適正な維持保全を

確保するため、建築後一定期間ごとに維持保全状況等に関する報告が必要となります。な

お、認定された住宅は税制上の優遇を受けることができます。

令和元年度
282
42
150
474

令和元年度
441

⑹　エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）

300㎡以上，2000㎡未満の建築物（非住宅）または300㎡以上の住宅の建築等を行う場合

は、省エネ法に基づく届出をする必要があり、2000㎡以上の建築物のエネルギー消費性能

（外壁、窓等の断熱性能や設備の性能）は省エネ基準に適合させなければなりません。

また、エネルギー消費性能が省エネ基準より上回る基準（誘導基準）を満たしている場合

には性能向上計画認定を受けることができ、この認定を取得すると容積率特例（省エネ性能

向上のための設備における床面積について、建築物の延床面積の1割を上限に不算入）など

を受けることができます。

令和元年度
4

35 50

396 452

です

区分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

住宅 37 件 35 件 34 件 

非住宅 12 件 14 件 19 件 

（認定件数） 0 件 0 件 0 件 
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には性能向上計画認定を受けることができ、この認定を取得すると容積率特例（省エネ性能

向上のための設備における床面積について、建築物の延床面積の1割を上限に不算入）など
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35 50

396 452

です
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 676

 

 

627

968

396

令和元年度

11
令和元年度

10
11
10

10
4
4

15
1
1

5
5

18－ －危険コンクリートブロック塀撤去費補助件数

令和元年度

⑺　耐震診断等補助制度

「八千代市耐震改修促進計画」の策定趣旨である，建築物の安全性の向上を図り，地震に

よる建築物の被害を最小限に留め，市民等の安全を確保していくために，木造住宅の耐震診

断，耐震改修，耐震改修と併せて行うリフォームに要する費用の一部及び危険コンクリート

ブロック塀等の撤去に要する費用の一部を補助しています。

⑻　住宅耐震診断・建築相談会

（一社）千葉県建築士会八千代支部の協力で，図面を基にした住宅の無料耐震診断及び補

強についてのアドバイスや住宅全般に係る相談などを目的に無料耐震診断・建築相談会を開

催した。

区　　分
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⑵ 主な橋梁の概要

1. 

2.

ｍｍｍ

ｍｍｍ.3

(有効 9.75ｍ) (有効 13ｍ) (有効 3.60ｍ)

4.

円千円千円千.6

7.

橋梁名
村 上 橋 新 川 大 橋 な か よ し 橋

区分

幅員     4.40橋長･幅員 幅員

種 別 道路橋（１等橋） 道路橋（１等橋）
　　自転車及び
　　歩行者専用橋

設 置 目 的

旧村上橋は、昭和39年
に架設された農道橋であ
り、その後の交通量の増
加に伴い、橋の老朽化が
著しく、また幅員も４ｍ
と狭く、常に交通のネッ
クとなっていたことから
架け替えた。現在の村上
橋は交通の安全確保と円
滑化を図ると共に、橋周
辺が八千代総合運動公園
等、市民の憩いの場とな
っており、市民参加によ
り橋上にブロンズ像を設
置する等、周辺の環境に
調和し、本市のシンボル
となる個性ある橋として
計画された。

本市を東西に結ぶ都市
計画道路３・４・１号線
の整備事業の一環として
一級河川印旛放水路（通
称新川）に架設し、国道
16号と市役所方面を結
ぶ。

新川大橋の路面高と新
川西側に位置する市の八
千代総合運動公園との高
低差が８ｍあるため新川
を渡る歩行者・自転車の
利便を図ると共に公園施
設への利用を考えた。

橋長    96 橋長   332 橋長    95

２径間連続斜張橋

5.
着 工
完 成 年 月

昭和52年12月着工 昭和56年４月着工 昭和58年４月着工

   10.75 幅員

デザイン等

　市民から橋のイメージ
図を公募。
「輝く太陽（空）と豊か
な緑（水）」をテーマに
歩道部には張り出し（テ
ラス）を２ヵ所設け、２
体のブロンズ像を設置す
ると共に橋上の各施設に
は「八」の字を基本とし
た明るく楽しいデザイン
を施した。

　八千代総合運動公園を
横断するよう計画されて
いるため、公園との景観
を考え、橋桁の形、排水
管の位置等を考慮。

型 式
３径間連続変断面非合成
鈑桁橋

４径間及び３径間連続
鋼鈑桁橋

   13.80

　市内小中学生を対象と
して橋の型式、デザイン
等を募集。

昭和56年５月完成 昭和59年３月完成 昭和59年３月完成

事 業 費 410,000 1,252,800 332,200
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元 280 4,687

30 116 6,996

29 51 010 5,000
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元 280 4,687

30 116 6,996

29 51 010 5,000

⑸　道路占用料

� 令和2年4月1日改正

占用物件 単位 占用料（円）

法第32条第1
項第1号に掲
げる工作物

第1種電柱

1本につき1年

1,360

第2種電柱 1,500

第3種電柱 2,020

第1種電話柱 740

第2種電話柱 740

第3種電話柱 740

その他の柱類 87

共架電線その他上空に設ける線類
長さ1mにつき1年

9

地下に設ける電線その他の線類 6

路上に設ける変圧器 1個につき1年 430

地下に設ける変圧器 占用面積1㎡につき1年 530

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話
1個につき1年

1,760

郵便差出箱及び信書便差出箱 730

広告塔 表示面積1㎡につき1年 6,800

その他のもの 占用面積1㎡につき1年 1,740

法第32条第1
項第2号に掲
げる物件

外径0.07m未満

長さ1mにつき1年

100

外径0.07m以上0.1m未満 100

外径0.1m以上0.15m未満 290

外径0.15m以上0.2m未満 290

外径0.2m以上0.3m未満 290

外径0.3m以上0.4m未満 510

外径0.4m以上0.7m未満 510

外径0.7m以上1m未満 530

外径1m以上 750

法第32条第1項第3号及び第4号に掲げる施設

占用面積1㎡につき1年

1,740

法第32条第1
項第5号に掲
げる施設

地下街及び地下室

階数が1のもの Aに0.005を乗じて得た額

階数が2のもの Aに0.008を乗じて得た額

階数が3以上のもの Aに0.01を乗じて得た額

上空に設ける通路 3,440

地下に設ける通路 3,440

その他のもの 1,340

法第32条第1
項第6号に掲
げる施設

祭礼，縁日その他の催しに際し，一時的に設けるもの 占用面積1㎡につき1日 45

その他のもの 占用面積1㎡につき1月 450

道路法施行
令（昭和27年
政令第479号。
以下「令」と
いう。）第7条
第1号に掲げ
る物件

看板（アーチであるものを除く。）
一時的に設けるもの 表示面積1㎡につき1月 450

その他のもの 表示面積1㎡につき1年 5,400

標識 1本につき1年 1,120

旗ざお

祭礼，縁日その他の催しに際し，
一時的に設けるもの

1本につき1日 45

その他のもの 1本につき1月 450

幕（令第7条第4号に掲げる工事用施設であるも
のを除く。）

祭礼，縁日その他の催しに際し，
一時的に設けるもの

その面積1㎡につき1日 45

その他のもの その面積1㎡につき1月 450

アーチ
車道を横断するもの

1基につき1月
4,720

その他のもの 2,400

令第7条第2号に掲げる工作物
占用面積1㎡につき1年

1,740

令第7条第3号に掲げる施設 Aに0.034を乗じて得た額

令第7条第4号に掲げる工事用施設及び同条第5号に掲げる工事用材料
占用面積1㎡につき1月

680

令第7条第6号に掲げる仮設建築物 150

令第7条第8号
に掲げる施設

トンネルの上又は高架の道路の路面下（当該路面下の地下を除く。）に設けるもの

占用面積1㎡につき1年

Aに0.015を乗じて得た額

上空に設けるもの Aに0.024を乗じて得た額

地下（トンネルの上の地下を除く。）

階数が1のもの Aに0.005を乗じて得た額

階数が2のもの Aに0.008を乗じて得た額

階数が3以上のもの Aに0.01を乗じて得た額

その他のもの Aに0.034を乗じて得た額

令第7条第9号
に掲げる施設

建築物 Aに0.015を乗じて得た額

その他のもの Aに0.01を乗じて得た額

令第7条第11
号に掲げる応
急仮設建築物

トンネルの上又は高架の道路の路面下に設けるもの Aに0.015を乗じて得た額

上空に設けるもの Aに0.024を乗じて得た額

その他のもの Aに0.034を乗じて得た額

令第7条第12号に掲げる器具 Aに0.034を乗じて得た額

前各項に該当しないその他のもの 1㎡又は1基につき1月 180

備考

１　�第１種電柱とは，電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置する

ものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，第２種電柱とは，電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを，第

３種電柱とは，電柱のうち６条以上の電線を支持するものをいうものとする。

２　�第１種電話柱とは，電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供する電線を支持する柱をいい，電柱であるものを除く。以下同じ。）

のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置するものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，第２種電話

柱とは，電話柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを，第３種電話柱とは，電話柱のうち６条以上の電線を支持するものをい

うものとする。

３　共架電線とは，電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又は電話柱に設置する電線をいうものとする。

４　表示面積とは，広告塔又は看板の表示部分の面積をいうものとする。

５　Aは，近傍類似の土地の時価を表すものとする。
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5731483元
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13,233

532

823

20,023
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113

14

57
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5,713

15,291
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22,152

8.

年

12,706 2,975 15,681

1,391

17,072

167

3,142

1,224

13,930
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第10章 選挙管理委員会 市勢

監査委員・農業委員会 議会

1. 選挙管理委員会 総務企画部

2. 監査委員 財務部

3. 農業委員会 健康福祉部

子ども部

生涯学習部

安全環境部

都市整備部

選挙管理委員会

監査委員

農業委員会

教育委員会

消防本部

上下水道局

その他
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